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抄録
目的：令和元年改正児童福祉法により，児童相談所の体制を強化するため，児童相談所に医師及び保
健師が配置されることとなった（令和4年4月1日施行）．これまで，児童相談所に配置される専門職
の専門性向上が必要という報告は散見されるが，児童相談所における各専門職の業務・役割の現状に
関する認識やアセスメントの視点の相違などを示した研究は見られない．そこで，各専門職（児童福
祉司・児童心理司・保健師）の業務・役割の現状と，今後担う必要がある業務・役割についての認識，
児童虐待対応におけるアセスメントの視点を明らかにすることを目的とした．
方法：調査対象は，全国の児童相談所 214 か所の児童福祉司，児童心理司，保健師とし，無記名自記
式質問紙調査を行った．調査内容は，回答者の属性，業務・役割の実施状況，今後自分の職種が特に
担う必要があると考える業務・役割，アセスメントの視点とした．分析対象項目について記述統計を
行い，回答傾向の職種間の差異を確認するために，選択肢が3つ以上ある項目はKruskal-Wallis検定を
実施し，有意差が示された項目にDunn-Bonferroni検定にて多重比較を行った．選択肢が2つの項目は，
χ2検定を実施し，有意差が示された項目に調整済み標準化残差を算出し多重比較を行った．
結果：回答を得た 395 名のうち分析項目に欠損がなかった 381 名を分析対象とした（有効回答率
96.5％）．回答者における職種の割合は，児童福祉司44.1％，児童心理司44.4％，保健師11.5％であった．
業務・役割の実施状況は児童福祉司が「初動調査における観察・確認・リスクアセスメント」他，20
項目中4項目が他職種より有意に高く，今後担うべき業務・役割では20項目中「要対協への運営支援」
のみ他職種より有意に高かった．相談・指導業務の実施状況では，保健師は12項目中6項目が他職種
より低かったが，アセスメントの視点では，居住環境や地域社会との関わりを含む24項目中4項目で
他職種より有意に高かった．
結論：本研究の結果，3職種が認識する業務・役割の現状認識，今後の業務・役割認識，アセスメン
トの視点（専門的特性）について示唆が得られた．児童相談所における主要な児童虐待関連業務・役
割が，児童福祉司に集中している可能性や，保健師が専門性を十分発揮できていない可能性が考えら
れた．この結果を参考に，専門職間の相互理解を図り，専門的特性を活かす方策を検討することによっ
て，児童相談所の機能強化につながると考えられた．
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I．緒言

児童虐待相談対応件数は増加の一途をたどり，令和 2
年度の児童相談所における児童虐待相談対応件数は過
去最多を更新し，20,5044 件を更新した[1]．虐待による
死亡事例数も減少傾向は見られず，令和 2年の報告で
は 78 人の事例がみられた[2]．こうした現状に対応すべ
く，法律の改正も断続的に行われている．近年では，平
成 28 年に改正された児童福祉法において，市町村と児
童相談所の体制強化が示されるとともに，「児童相談所
強化プラン」が策定され，専門職の増員および資質の向
上，関係機関との連携強化などが掲げられた．平成 29
年3月31日には児童相談所の専門職の能力の強化を図る
ために，「児童福祉司及び要保護児童及要保護児童対策
調整機関の調整担当者の研修等の実施について」（厚生

労働省雇用均等・児童家庭局長通知）[3]が発出された．
また，児童福祉法において「児童の健康及び心理の発達
に関する専門的な知識等を必要とする指導をつかさどる
所員として，医師又は保健師を配置する」（児童福祉法
第12条の3第6項第2号）と明記されたこと，「児童虐待
防止対策に関する業務の基本方針について」（平成 28 年
3月29日閣議決定）において，保健師の配置の目標値が
示されたことから，児童相談所に配置される保健師の増
員が図られている．さらに，「児童相談所強化プラン（新
プラン）」が策定され（平成 30 年），児童虐待防止対策
に関する関係閣僚会議において「『児童虐待防止対策の
強化に向けた緊急総合対策』の更なる徹底・強化につい
て」（平成 31 年）が発出され，児童相談所の人員確保や
職員の資質の向上は喫緊の課題として，国をあげて取り
組まれてきた．そのようななかで，令和 4年 6月，児童
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more, and multiple comparisons were made with Dunn-Bonferroni tests for items that showed a significant 
difference. For items with two options, the χ2 test was performed, and multiple comparisons were made by 
calculating adjusted standardized residuals.
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than other occupations in 4 out of 24 items from the perspective of assessment, including residential envi-
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Conclusion: Current role recognition, future role recognition, and perspectives on maltreatment when 
making an assessment were identified in professional officers. Most roles were concentrated mainly in child 
welfare officers, while public health nurses were not able to play their role adequately using their knowl-
edge, abilities, and experiences. The results of this study are helpful for functional enhancement of child 
guidance centers by facilitating a mutual understanding of one another’s expertise, and considering these 
three kinds of professional officer’s expertise.
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福祉法等の一部を改正する法律案が可決され（令和 6年
4月1日施行），実務者の専門性の向上を図るために，認
定資格を導入することが決定され，さらに踏み込んだ改
革がなされることとなった．
国立保健医療科学院における，児童相談所に所属する
専門職や児童虐待対応・支援に従事する専門職を対象と
する研修受講者（児童福祉司，児童心理司，保健師）へ
の研修後のアンケートなどからは，例年，児童相談所内
の専門職の役割分担や連携に関する課題が挙げられてき
た．児童相談所の専門職の役割は児童相談所運営指針に
記されているものの，実際には，児童福祉司を中心に増
員が進む一方で，経験豊かな児童福祉司が不足し，児童
心理司や保健師が児童福祉司の業務や役割，児童福祉司
の新規採用者の教育などを担い，役割分担が不明瞭と
なっていること，各職種とも複数の業務を兼務し，自ら
の専門性を十分発揮できないこと，専門性についての相
互理解が不十分で専門性を発揮できないことなどが報告
されていた．
現在にわたり，児童相談所の専門職の役割分担に関す
る報告は少ないが，例えば児童心理司については，指針
に記載された「心理学的諸検査や面接，人格全体の評
価，家族の心理学的評価」などの本来業務を全うしてい
るものの，被虐待児の観察のために家庭や関係機関に同
行するなど，虐待相談に対する役割が増大[4]している
ことや，事務的な業務や関係機関訪問，アウトリーチに
多くの時間を費やしている[5]ことなどが，これまでに
報告されている．保健師については，業務や役割に関す
る実践報告がなされており[6-10]，多職種連携によるチー
ムアプローチにおいて，保健師が持つ視点が重要な役割
を担うとする報告[11]や，児童福祉司とも異なる視点に
立ち役割を果たすことに意義があるとの報告[8]のほか，
文献検討に基づき役割の現状を示した報告もみられる
[12,13]．児童相談所の機能強化のためには，人員数を確
保し配置するだけでなく，児童相談所に配置された職員
がそれぞれの持つ専門的特性や知識を活かしながら，協
働で児童虐待対応・支援を行うことができる環境整備が
必要不可欠であると考える．
本研究では，児童相談所の専門職（児童福祉司・児童

心理司・保健師）の，それぞれの業務・役割の実施状況
と，専門職として自分の職種が今後特に担う必要がある
と考える業務・役割認識，児童虐待対応におけるアセス
メントの視点を明らかにすることを目的とした．それに
より，児童相談所の専門職がそれぞれの専門性を発揮し，
児童相談所の機能強化がはかられるために必要な，体制
整備を検討するうえで参考となる資料を得られると考え
る．

II．研究方法

1．研究デザイン
無記名自記式質問紙調査

2 ．調査対象者
本調査の対象者は，都道府県，政令市，児童相談所設
置市の児童相談所に配属されている児童福祉司，児童心
理司，保健師（以下，児童相談所専門職）のうち，児
童相談所長等管理職を除く，児童相談所勤務年数 3年以
上の者とした．児童相談所 1か所につき，条件に該当す
る各職種 1名からの回答を依頼した．保健師については，
問い合わせがあった児童相談所について，3年以上の者
がいない場合は3年未満でも可とした．

3 ．調査方法
平成30年8月，各児童相談所長宛てに，依頼文書，説
明文書，無記名自記式質問票（3部），返信用封筒（3部）
を郵送し，回答者各自返信用封筒による返送にて回収
した．214 児童相談所に郵送し，395 名から回答を得た．
分析対象とした項目に欠損データがあるものを除外した
有効回答は381人（有効回答率96.5％）であった．

4 ．調査内容
調査票案は，「児童福祉司等及び要保護児童対策調整
機関の調整担当者の研修等の実施について」（H29.3.31,
厚生労働省雇用均等児童家庭局長通知）[17]，「児童相
談所及び市町村の職員研修の充実について」（H24.2.23,
厚生労働省雇用均等児童家庭局総務課長通知）[14]，都
道府県の研修プログラム等を参考に作成した．そのうえ
で，Ａ県の児童相談所児童福祉司・児童心理司・保健師
の意見を踏まえて修正したものを，国立保健医療科学院
児童相談所職員研修担当者間で協議し，最終的な調査票
を作成・使用した．
分析対象とした調査項目は，回答者の属性，「現在行っ
ている児童虐待に関連する業務・役割」20 項目に加え，
児童相談所の相談援助活動を行う機能やアセスメントの
状況を把握するため，「児童虐待に関連する相談・指導
業務（電話・面接・訪問）」12 項目，「アセスメントの視
点」24項目とした．これらの項目は，「5とてもよく意識
している」から「1意識していない」の 5段階の選択肢
とした．また，「児童虐待に関連する相談・指導以外の
業務・役割」，「児童虐待に関する相談・指導（電話・面
接・訪問）」については，今後自分の職種が担う必要が
あると考えるかどうかについて，「1必要がある」，「0必
要がない」の2つの選択肢にて尋ねた．

5 ．分析方法
まず，基本属性について，全体の回答傾向および職種
別に差異があるかを確認した．これら項目の回答傾向に
ついて職種別の差異があるか明らかにするため，3つ以
上の値をとる項目については，Kruskal-Wallis検定を実
施し，有意差が示された項目についてDunn-Bonferroni
検定にて多重比較を行った．選択肢が 2つの項目につい
てはχ 2 検定を実施し，有意差が示された項目について
調整済み標準化残差を算出し多重比較を行った．解析に
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は統計ソフトSPSSver24.0 for Windowsを用い，有意水準
は5％未満とした．

6 ．倫理的配慮
研究の実施にあたり，国立保健医療科学院倫理委員

会の承認を得た（平成 30 年 7 月 18 日，承認番号NIPH-
IBRA#12196）．対象者には文書で研究の目的，データ収
集方法や手順，研究結果の公表，匿名性の確保，所属自
治体の識別はできないこと，研究者のみがデータを扱う
こと，終了後のデータの保管方法と期限などを説明し，
インフォームドコンセントを得た．回答は自由意志に基
づくものとし，回答しない場合も不利益を被らないこと
を説明し，調査票の返送をもって研究参加の同意を得ら
れたものとした．

III．結果

1．回答者の属性（表1）
分析対象者は 381 名で，児童相談所における職種の

割合は，児童福祉司 168 名(44.1％ )，児童心理司 169 名
(44.4％ )，保健師44名(11.5％ )であった．
回答者が所属する機関の属性について，都道府県の児
童相談所であると回答した者が 84.0％，政令指定都市の
児童相談所が14.2％であった．
所属部署（担当係）の割合は，調査・相談・指導に係
る部署 59.6％，判定（診断）に係る部署 40.4％，保護に
係る部署6.8％，その他の部署4.2％であった．
回答者の年齢は，40 代が 42.3％と最も多く，30 代
30.7％，50 代 16.5％と続いた．性別は，女性 59.8％，男
性 40.2％であった．職種別にみると，児童福祉司は女
性 41.7％，男性 58.3％，児童心理司は女性 68.0％，男性
32.0％，保健師は女性97.7％，男性2.3％であった．
回答者の最終学歴は，全体では「大学（4年制）」
57.0％，「大学院修了」30.7％，専門学校7.6％の順に多く，
職種別にみると児童福祉司は「大学（4年制）」73.8％，
児童心理司は「大学院修了」52.1％，保健師は「専門学校」
50.0％が最も多かった．
児童相談所の経験年数の平均は7.81（±4.78）年であっ

た．職種（児童福祉司，児童心理司，保健師）としての
経験年数は，平均13.11年（±8.98）であった．職種別には，
児童福祉司が平均11.27（±9.05）年，児童心理司が平均
12.51（±7.07）年，保健師が平均22.13（±10.04）年であり，
保健師が最も長かった．
一方，児童相談所の経験年数を職種別にみると，児童

福祉司で平均7.42（±3.90）年，児童心理司で平均9.47（±
5.09）年，保健師で平均 3.00（± 2.50）年であり，保健
師が最も短かった．

2 ．児童虐待に関連する業務・役割（相談・指導以外）
の現状，今後特に担う必要がある業務・役割について
の認識

業務・役割の実施状況について（表 2），全体の平均
値が高かった項目は，「所内会議への参加（3.89）」であ
り，続いて「施設入所児童への支援（3.44）」，「関係調
整：家族療法，親支援プログラム等（3.36）」となって
いた．一方，低かった項目は，「地域・学校における活
動（1.77）」であり，続いて「要保護児童対策地域協議
会（以下，要対協）の運営支援（1.80）」，「地域におけ
る子育て支援・連携推進（1.84）」となっていた．
職種別の回答状況についてみてみると，20 項目中 19
項目に職種間の差異が認められた（Kruskal-Wallis検定）．
有意差が示されなかった項目は，「里親家庭への支援・
指導等（P=0.08）」であった．
多重比較（Dunn-Bonferroni検定）の結果，児童福祉
司では，他の 2職種より値が高かったのは「児童福祉施
設等への入所・委託（児童福祉司 3.61，児童心理司 3.00，
保健師 2.64）」，「初動調査における観察・確認・リスク
アセスメント（児童福祉司 3.73，児童心理司 2.63，保健
師 3.16）」，「子どもの一時保護・立ち入り調査等の行政
権の行使（児童福祉司 3.61，児童心理司 2.69，保健師
3.04）」，「要対協の会議への出席（児童福祉司 3.71，児
童心理司2.04，保健師2.37）」の4項目であり，他の2職
種より値の低い項目は示されなかった．
児童心理司では，他の 2職種と比較して値が高い項目
として「心理療法等への指導（児童心理司 2.95，児童福
祉司1.71，保健師1.41）」が示され，「初動調査における
観察・確認・リスクアセスメント（児童心理司 2.63，児
童福祉司3.73，保健師3.16）」，「医学的見地からの指示・
指導（児童心理司2.11，児童福祉司2.44，保健師3.38）」，
「一時保護している子どもの健康管理（児童心理司 1.70，
児童福祉司 1.99，保健師 2.96）」が低い項目として示さ
れた．
保健師では，他の 2職種と比較して高い項目として
「医学的見地からの指示・指導（保健師 3.38，児童福祉
司 2.44，児童心理司 2.11）」，「一時保護している子ども
の健康管理（保健師 2.96，児童福祉司 1.99，児童心理司
1.70）」が示され，「施設入所児童への支援（保健師 2.39，
児童福祉司3.51，児童心理司3.66」，「関係調整：家族療
法，親支援プログラム等（保健師 2.29，児童福祉司 3.57，
児童心理司3.42）」「施設への支援・指導（保健師2.07，
児童福祉司 3.05，児童心理司 3.12）」が低い項目として
示された．
今後，自分の職種が特に担う必要がある業務・役割 
（表 3）として認識が高かった項目は，「里親家庭への
支援・指導等（28.6％）」が最も多く，「職員への指導・
教育（16.8％）」，「関係調整：家族療法，親支援プログ
ラム等（15.7％）」と続いた．一方，認識が低かった項
目は「一時保護をしている子どもの健康管理（1.8％）」
が最も低く，「地域・学校における活動（2.9％）」，「児
童福祉施設等への入所・委託（3.9％）」と続いた．
職種別の回答状況についてみてみると，20 項目中 16
項目で職種間の差異が認められた一方，「特別養子縁組
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家庭への支援・指導等(P=0.43)」，「要対協の会議への
出席(P=0.65)」，「児童福祉施設等への入所・委託（P＝
0.44）」，「地域・学校における活動(P=0.78)」の4項目で
有意差が認められなかった（χ2検定）．
多重比較（残差分析）の結果，児童福祉司では，他の

2職種と比較して値が有意に高い項目として「要対協の
運営支援（児童福祉司 17.3％，児童心理司 1.2％，保健
師 0％）」が示され，2職種より低い項目は示されなかっ
た（ただし，保健師の値が 0％のため，保健師との正確
な比較はできていない）．
児童心理司では，他の 2職種と比較して値が有意に高

い項目として「里親家庭への支援・指導等（児童心理司
40.2％，児童福祉司20.2％，保健師15.9％）」，「関係調整：
家族療法，親支援プログラム等（児童心理司 24.3％，児
童福祉司 10.1％，保健師 4.4％）」，「心理療法等への指導
（児童心理司 23.1％，児童福祉司 0.6％，保健師 2.3％）」，
「施設入所児童への支援（児童心理司 17.8％，児童福祉
司 8.3％，保健師 4.5％）」が示され，他の 2職種と比較
して有意に低い項目として「地域における子育て支援・
連携推進（児童心理司 5.9％，児童福祉司 16.7％，保健
師 20.％）」，「初動調査における観察・確認・リスクア
セスメント（児童心理司 5.9％，児童福祉司 14.3％，保
健師 20.5％）」，「養育支援の視点にたった保護者への介
入・支援（児童心理司 4.1％，児童福祉司 11.3％，保健
師36.4％）」が示された．
保健師では，他の 2職種と比較して「養育支援の視点

にたった保護者への介入・支援（保健師 36.4％，児童福
祉司 11.3％，児童心理司 4.1％）」，「医療情報・健康状態
のアセスメント（保健師 40.9％，児童福祉司 3.0％，児
童心理司 5.9％）」，「医学的見地からの指示・指導（保健
師 43.2％，児童福祉司 2.4％，児童心理司 2.4％）」，「病
状調査：受診同行，カンファレンス参加（保健師 29.5％，
児童福祉司 2.4％，児童心理司 1.8％）」，「一時保護をし
ている子どもの健康管理（保健師 11.4％，児童福祉司
0.0％，児童心理司 1.2％）」が高い項目として示され，2
職種より低い項目は示されなかった．

3  ．児童虐待に関連する相談・指導の実施状況とアセス
メントの視点についての認識
児童虐待に関連する相談対象・相談種別の相談・指

導の実施状況（表 4）については，最も高かった項目
は「虐待・虐待疑いの過程の相談・指導（3.77）」であ
り，続いて「子どもを一時保護した親への支援・指導
（3.56）」，「DVがある家庭の相談・指導（3.45）」と示
された．最も低かった項目は「特定妊婦の家庭の相談・
指導（2.59）」であり，「子ども・保護者等に対する心
理診断（2.93）」，「子ども・保護者等に対する心理療法，
カウンセリング等の助言・指導（2.94）」と示された．
職種別の回答傾向をみてみると，12 項目すべてに職

種間の有意差が示された（Kruskal-Wallis検定）．多重
比較（Dunn-Bonferroni検定）の結果，児童福祉司では，

他の 2職種と比較して値が有意に高い項目として「子ど
もを一時保護した親への支援・指導（児童福祉司 3.77，
児童心理司3.54，保健師2.77）」，「DVがある家庭の相談・
指導（児童福祉司3.75，児童心理司3.33，保健師2.73）」，
「生活上の困難がある家庭の相談・指導（児童福祉司
3.70，児童心理司3.28，保健師2.90）」が示され，2職種
のいずれと比べても低い項目は示されなかった．
児童心理司では，他の 2職種と比較して値が有意に高
い項目として「子ども・保護者等に対する心理療法，カ
ウンセリング等の助言・指導（児童心理司 3.78，児童
福祉司 2.43，保健師 1.63）」，「子ども・保護者等に対す
る心理診断（児童心理司 3.95，児童福祉司 2.31，保健師
1.41）」が示され，「特定妊婦の家庭の相談・指導（児童
心理司 2.12，児童福祉司 2.94，保健師 3.05）」が低い項
目として示された．
保健師では，他の 2職種と比べて値が有意に高い項目
は示されなかった．保健師が他の 2職種と比較して値が
有意に低い項目には，「虐待・虐待疑いの家庭の相談・
指導（保健師3.27，児童福祉司3.90，児童心理司3.77）」，
「子どもを一時保護した親への支援・指導（保健師 2.77，
児童福祉司 3.77，児童心理司 3.54）」，「DVがある家庭の
相談・指導（保健師 2.73，児童福祉司 3.75，児童心理司
3.33）」，「生活に問題のある子ども，保護者の生活相談・
生活指導（保健師 2.74，児童福祉司 3.50，児童心理司
3.31）」の他2項目が示された．
アセスメントの視点についての認識（表 5）が最も
高かった項目は「子どもの心理的状況（4.92）」であり，
次いで「子どもの発達（4.89）」，「養育者の心理的状況
（4.84）」が示された．低かったのは「周辺環境（3.54）」，
「養育者の情報収集力（3.71）」，「地域特性（3.72）」と
いった項目であった．
職種間の回答傾向に差異が示されたのは，24 項目中
15 項目で有意差が示され，有意差が示されなかった 9
項目は，「養育者の心理的状況（P＝ 0.43）」，「養育者の
養育能力・知識（P＝ 0.35）」，「家族形態（P＝ 0.86）」，
「家族の生活歴（P＝ 0.74）」，「養育者の夫婦関係（P＝
0.32）」，「養育者の状態：依存の問題（P＝ 0.28）」，「家
族の発達・家族機能（P＝0.17）」，「家庭の習慣・規範・
価値観（P＝ 0.15）」，「地域特性（P＝ 0.12）」であった
（Kruskal-Wallis検定）．
多重比較（Dunn-Bonferroni検定）の結果，児童福祉
司では，他の 2職種と比較して有意に高い項目として示
されたものはなく，「子どもの心理的状況（児童福祉司
4.84，児童心理司4.99，保健師4.98）」，「子どもの発達（児
童福祉司 4.78，児童心理司 4.98，保健師 4.95）」が低い
項目として示された．
児童心理司では，他の 2職種と比較して有意に高い項
目として示されたものはなく，「子どもの身体的状況（児
童心理司 4.63，児童福祉司 4.85，保健師 4.98）」，「養育
者の身体的状況（児童心理司 4.45，児童福祉司 4.64，保
健師 4.80）」，「養育者の経済状態（児童心理司 4.40，児
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童福祉司 4.63，保健師 4.78）」，「親族との関係（児童心
理司4.24，児童福祉司4.55，保健師4.60）」，「居住環境：
屋内（児童心理司4.08，児童福祉司4.36，保健師4.73）」
が低い項目として示された．
保健師では，他の 2職種と比較して，「居住環境：屋
内（保健師4.73，児童福祉司4.36，児童心理司4.08）」，「養
育者の制度・サービスの利用（保健師 4.55，児童福祉
司 4.31，児童心理司 4.10）」，「近隣との関係，地域社会
との関わり（保健師 4.32，児童福祉司 4.03，児童心理司
3.90）」，「養育者の情報収集力（保健師 4.18，児童福祉
司 3.70，児童心理司 3.62）」が有意に高い項目として示
され，低い項目として示されたものはなかった．

IV．考察

1．各専門職の業務・役割分担の現状と今後の必要性認
識（相談・指導業務以外）から得られた示唆
現在行っている業務・役割では，児童福祉司が他の 2
つの職種に比べて，有意に高い項目が多く，平均値も高
かったことから，児童相談所における主要な児童虐待関
連業務・役割が，児童福祉司に集中している可能性が考
えられた．また，その項目内容から，児童福祉司が初動
調査から子どもの一時保護，家庭の立ち入り調査等の行
政権を行使し，子どもの施設等への入所・委託措置とい
う一連の過程に関与している現状が示された．また，現
在担っていないが今後担う必要があると考える業務・役
割認識では，児童福祉司は全体的に選択割合が他の 2職
種に比べて低く，最も割合が高いものでも「職員への指
導・教育」の 22.0％に留まっていたことからも，児童福
祉司は既に担っている業務・役割が多く，新たに業務・
役割を担う必要性をあまり認識していない可能性が示唆
された．
一方で，児童心理司や保健師については，現在担って
いる業務・役割が限定的であると考えられた．児童心理
司は，子どもの保護以前に行う調査等への関与は少なく，
一時保護所や施設に入所した，子どもとその家族の心理
面への，治療的な支援を担っていると考えられた．今後
担う必要があると考える業務・役割認識でも同じ傾向が
みられ，「里親家庭への支援・指導等」，「施設への支援・
指導」，「施設入所児童への支援」といった項目の値が高
く，措置を行った後の心理的なケアに役割認識が向いて
いると考えられた．とりわけ，「関係調整：家族プログ
ラム，親支援プログラム等」については，他の 2職種よ
り有意に値が高かったことから，この項目に対する問題
認識が他の職種より向けられていることが示唆された．
保健師は，病状調査や医療情報・健康状態のアセスメ
ント，医学的見地からの指示・指導，一時保護児童の健
康管理などを担っていたことから，児童相談所内におい
て，医学的知識を有する専門職として認識され，保健師
の役割として定着している可能性が考えられた．しかし，
これについては，保健師の配置状況が自治体により異な

るため，自治体の実情により差異があると考えられる．
今後担う必要があると考える業務・役割認識では，他
の 2職種に比べて有意に高かったのが「医学的見地から
の指示・指導」，「養育支援の視点に立った保護者への介
入」，「病状調査：受診同行，カンファレンス参加」の 3
項目であった．とりわけ「医学的見地からの指示・指導」
は，現在担っている業務・役割においても他の 2職種に
比べて有意に値が高かったが，43.2％という値からその
実施状況はまだ十分ではないとの認識が示唆された．保
健師は児童相談所以外の配属部署において，母子保健活
動や精神保健活動として，子どもと親・家族への相談・
支援に携わり，子どもの健康・発達，親の身体的・精神
的健康，家族機能のアセスメントに基づく，「児童虐待
の予防」の視点を備えた「養育支援」を行っている．「養
育支援の視点にたった保護者への介入・支援」において，
今後業務・役割として担う必要性を他の 2職種より有意
に認識していたことは，こうした保健師の専門的特性と，
他の 2職種より長い専門職としての経験年数（平均年数
22.6年）が関連している可能性が考えられた．
児童相談所には，所内のケース受理会議や判定会議，
援助方針会議等で決定する援助方針に基づき，相談援助
活動を行う機能があり，児童虐待については児童福祉司
がその中心的役割を担ってきた．児童虐待による死亡事
例や重症化事例が後を絶たず，「子ども虐待による死亡
事例等の検証結果等について」（これまでの課題と提言）
[15]からも，この機能におけるリスクアセスメントの実
施が，しばしば課題として取り上げられている．児童虐
待の重篤化のリスクを早期に発見し対処する「ケース
ワーク」を行ってきた児童相談所において，公衆衛生や
予防医学の知識を備え，「将来にわたるリスク」を想定
して予防を図る保健師の専門的特性が活かされることで，
児童相談所の予防的視点に基づくリスクアセスメントの
機能が強化される可能性も考えられた．

2 ．相談・指導業務の現状・役割認識から示唆された今
後の課題
相談対象・相談種別の相談・指導業務の現状では，児
童福祉司が他の2職種に比べ，有意に値が高い項目が12
項目中 4項目示されたことから，児童相談所における相
談・指導業務についても，児童福祉司がその対象の多く
を担当している可能性が考えられた．性的虐待・性被害
のあった家庭や特定妊婦の家庭への相談・指導は，児童
相談所のいずれの専門職も十分関わることができておら
ず，今後の課題である可能性が示唆された．児童心理司
は，相談・指導業務の内訳をみると，心理療法や心理診
断の平均値が他の 2職種より高いことが示されたことか
らも，児童心理司は相談対象に関係なく心理療法やカウ
ンセリングなどの専門性に特化した業務を担っており，
心理面から様々な対象者・家族に関わっていると考えら
れた．
一方，保健師は12項目中7項目で他の2職種より値が
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有意に低かったことから，他の 2職種に比べると，特
定妊婦の家庭以外の対象への相談・指導業務に，十分
関わることができていない可能性が考えられた．本
研究の対象となった保健師の専門職としての経験年
数は他の2職種に比べて10年以上長く（平均値22.13年），
母子保健分野や精神保健分野での経験を重ねていると考
えられる．これらのことからも，医学的知識を有する専
門職としての役割だけでなく，公衆衛生・予防を専門と
し，母子保健や精神保健などの分野で親子・家族支援の
経験を重ねて来た保健師を，相談・指導業務において活
かせるよう，役割を検討していく必要性が，課題として
示唆された．

3 ．児童相談所の機能強化に有用と考えられること
本研究では，アセスメントの視点（24 項目）に関す
る認識の程度も調査した．アセスメントの視点で職種間
の差異がなかった 9項目については，研修の内容に，児
童相談所の職員が共通して学ぶべき内容として，組み込
むことも有用と考えられた．職種別に見ると，児童福祉
司や児童心理司では，他の 2職種より有意にアセスメン
トの視点において認識が高い項目はなかったが，他の 2
職種に比べて有意に値の低い項目をみると，児童福祉司
では，子どもの心理的状況や子どもの発達，子どもの成
長・発達への影響に関する視点が低い特徴がみられた．
一方，児童心理司では，子どもや養育者の身体的状
況，家族の生活状態に関連すること，経済状態や親族・
近隣・地域社会との関わり，居住環境など，健康に関連
する社会的決定要因に関する視点が低い傾向がみられた．
児童虐待の被虐待経験による，子どもの脳や心の発達へ
の影響[16]，心理的・身体的健康への長期的な予後の不
良[17]，母親の身体的健康・経済状態・孤立と児童虐待
の発生や再発との関連[18]などの問題を考えると，認識
が低かったこれらの項目について，学習する機会を設け
る必要性が考えられた．
他方，保健師の回答傾向をみると，3職種の中で24項
目の平均値が 4.64 と最も高く，養育者の経済状態や親
族・近隣・地域社会との関わり，居住環境，養育者の情
報収集力（ヘルスリテラシー）といった 4項目において
他の 2職種より値が有意に高く，アセスメントへの意識
が高いことが示された．これらの項目は，いずれも健康
の社会的決定要因に関連する公衆衛生学的なアセスメン
トの視点であり，こうした保健師の専門性を活用してい
くことが，児童相談所の機能強化につながるものと考え
られた．すでに「児童相談所運営指針」には保健師の職
務内容として，「公衆衛生及び予防医学的知識の普及」
「育児相談，精神発達面における精密健康診査における
保健指導等，障害児や虐待を受けた子ども及びその家族
等に対する在宅支援」，「子どもの健康・発達面に関する
アセスメントとケア及び一時保護している子どもの健康
管理」，「各機関との情報交換や連絡調整および協働によ
る子どもや家族への支援」といったこと明記されている

が[19]，このような保健師の専門的特性を活かすことが，
児童相談所の機能を強化するうえでの課題と考えられた．
そのためにも，3職種が互いの専門的特性を理解し，各
職種の専門的特性を考慮して業務・役割を適切に配分す
るなど，それぞれの特性を活かす方策を検討していくこ
とが，児童相談所としての機能強化につながるものと考
えられた．
児童相談所の児童福祉司と児童心理司への調査結果か
ら，保健師との直接の協働の機会が保健師の理解につな
がっていることが考察されていることから[20]，On The 
Job Training（OJT）として 3職種が共に活動する機会を
設ける他，各都道府県および児童相談所設置市主催の研
修において，3職種を対象とした研修を実施し，相互理
解を図る機会を設けることなどが有用と考えられた．

V．結語

本研究の結果，3職種が認識する業務・役割の現状，
今後の業務・役割認識，3職種のアセスメントの視点に
ついて示唆を得られた．本研究の結果明らかになった，
各専門職の業務・役割認識や，アセスメントの視点に見
られる専門的特性を参考にして，それぞれの専門職の相
互理解を図り，専門的特性を活かす方策を検討すること
によって，児童相談所に 3つの専門職が配置される意義
が高まり，児童相談所の機能強化につながると考えられ
た．本研究は，職種別の回答者数に偏りがあり，回答者
の所属が一部の都道府県・児童相談所設置市である可能
性も否定できない点で限界があるが，児童相談所機能強
化を図るうえでの参考資料になると考える．
本研究の実施において，開示すべきCOIはない．本研

究にご協力いただきました児童相談所の皆様，調査過程
で多大なる示唆を頂きました，神奈川県児童相談所職員
の皆様，国立保健医療科学院（当時）の松繁卓哉氏，森
山葉子氏，増井英紀氏，湯川慶子氏へ心より感謝申し上
げます．
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表1　回答者の属性

N ％ N ％ N ％ N ％
所属機関の設置⾃治体

都道府県 320 84.0 140 83.3 145 85.8 35 79.5
政令指定都市 54 14.2 24 14.3 22 13 8 18.2
その他 5 1.3 2 1.2 2 1.2 1 2.3
無回答 2 0.5 2 1.2

所属部署(複数回答)
調査・相談・指導に係る部署 227 59.6 159 94.6 36 21.3 32 72.7
判定（診断）に係る部署 154 40.4 3 1.8 145 85.8 6 13.6
保護に係る部署 26 6.8 9 5.4 9 5.3 8 18.2
その他の部署 16 4.2 5 3.0 8 4.7 3 6.8

年齢
20代 35 9.2 18 10.7 15 8.9 2 4.5
30代 117 30.7 50 29.8 60 35.5 7 15.9
40代 161 42.3 70 41.7 77 45.6 14 31.8
50代 63 16.5 28 16.7 16 9.5 19 43.2
60代 5 1.3 2 1.2 1 0.6 2 4.5

性別
⼥性 228 59.8 70 41.7 115 68.0 43 97.7
男性 153 40.2 98 58.3 54 32.0 1 2.3

最終学歴
専⾨学校 29 7.6 7 4.2 22 50.0
短期⼤学 8 2.1 3 1.8 5 11.4
⼤学（4年制） 217 57.0 124 73.8 79 46.7 14 31.8
⼤学院修了 117 30.7 27 16.1 88 52.1 2 4.5
その他 8 2.1 6 3.6 1 0.6 1 2.3
無回答 2 0.5 1 0.6 1 0.6

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
経験年数

児童相談所の経験年数 7.81 4.78 7.42 3.90 9.47 5.09 3.00 2.50
専⾨職としての経験年数 13.11 8.98 11.27 9.05 12.51 7.07 22.13 10.04

児童福祉司（N=168） 児童⼼理司（N=169） 保健師（N=44）
職種別全体（N=381）
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表
3　
今
後
担
う
必
要
が
あ
る
と
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え
る
業
務
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⽀
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表
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相
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表
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